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本学位論文は ､ 経済的 ､ 社会的ネ ッ トワ
ー

ク の意義とそ の 形成に関す る理論的研究の 進

展 を､ 国際経済及び地域経済にお ける問題 に応用 した 3 つ の研究をまと めたも の で ある o

第 1 章 ｢o v e r v i e w｣ で は ､ 既存の ネ ッ トワ ー ク に関す る研究を紹介しなが ら､ 本論文 に

収 められ て い る研究と の 関連を説明 して い る ｡
こ こ でネ ッ トワ ー ク とは複数 の 主体や拠点

を つ なぐリ ンク ある い は連携の 集合体を指 し ､
こ の リ ン クに具体的な意味を与 える こ と に

よ っ て ､ 通信回線網や鉄道網などの イ ン フ ラ ス トラ クチ ャ
ー

､ 企業の 提携関係や人 々 の 交

友関係 など多く の現象をネ ッ トワ
ー クと して解釈す る こ とができ るo 実際 ､ ネ ッ トワ ー ク

に関する研究は ､ 自然科学､ 社会科学を問わず ､ 非常に幅広い分野で行われて きた ｡ 例え

ば､
イ ン タ ー ネ ッ トにお けるウ ェ ブサイ トの リ ン ク構造や ､ 転職先を探すときの パ

ー ソ ナ

ルネ ッ
_
ト ワ ｣ ク の役割に関する研究は有名で ある｡ こ れらの研究に共通す る の は ､

い ずれ

も物事や人 々 が どの ように連関して い るか に注目 して いる とい うこ とで ある｡ また ､
1 9 9 0

年代以降､ 経済学にお い て もゲ
ー ム 理論や産業組織論 などの 手法を用 い たネ ッ トワ

⊥
ク分

析が さか ん に行 われる ようにな っ て きた｡ ネ ッ トワ
ー ク の 経済分析はそ の 目的の 違い か ら｣

次 の 二 つ の方向性 に分 けるこ とが で きる｡
一

つ は ､ ネ ッ トワ ー ク形態とそれ に よ っ て 生み

出され る経済的価値との 関係か ら､ 最適なネッ トワ
ー

ク形態を特定 しようとするもの であ

る ｡ もう ｢ つ は ､ 各経済主体が自らの利益最大化 を目指 して戦略的にリン ク を結ぶとき ､

どの よう なネ ッ トワ ー クが 形成され ､ 安定的に維持され るか を検証するもの で あり ､ ネ. ッ

トワ
ー

ク ゲ ー ム と して 定式化され るo ネ ッ トワ
ー ク ゲ ー ム は これまで の提携形 ゲ

ー ム で は

と らえきれなか っ た提携形成の ( 1 ) 戦略性 ( 提携が 非協力的に行われる) ､ ( 2 ) 重複性



(
一

度に複数の 提携に参加する経済主体がお り ‥ それに よ っ て他 の経済主体が 間接的な影

響をうける) ､ ( 3 ) 動学性 ( ある提携形成がさらなる提携形成を促進 したり阻害した りす

る) を論 じて い る点で重要で ある と言える｡ そ して ､ 本学位論文 で は ､
こ の戦略的なネ ッ

トワ ー

ク形成と い う観点から､ 政府 間の 自由貿易協定の 締結と都市間の パ ー

トナ
ー シ ッ プ

形成の 問題 に応用 した｡

第 2 章 ｢M u l t i l a t e r a l i s m a n dp H u b - a n d- S p o k e B i l a t e r a l i s m｣ は ､ 椋寛氏と の 共同論文

をもとに して い る o 本研究で は ､ 先進 国に よる自由貿易協定(P T A) 交渉 の動学的な展開に つ

い て寡占モデル を使 っ て分析 してヤ
､ るo .
こ の ときに重要となるの が ､ 各国政府 に よる戦略

的な地域統合が はた して グロ
ー バ ル な貿易自由化を促進するかとい う問題で あるo 自由貿

易協定に よる貿易自由化 は関税同盟 などによ る拡大とは異なり ､

一

つ の 国が複数の 国と重

複的に協定を結ぶ こ とが で きる の が大きな特徴とな っ て い るo した が っ て ､ 各国を点 ､ 自

由貿易協定をリン ク とみ なすとき｣ 重複的な貿易協定に よ る貿易ブロ ッ ク の拡大はネ ッ ト

ワ ー ク と いう視点か ら捉 え られ ､
ハ ブ ･ ス ポ ー ク ･ シ ス テ ム と呼ばれ るネ ッ トワ ー ク形態

を可能 にする o こ れをふまえて ､ 政府間の 協定締結の 交渉過程を動学的な交渉 ゲ ー ム と し

て 定式化 した とき ､ 各国がす べ て の 交渉相手 国と自由貿易協定を結び ､ 結果的にグロ
ー バ

ル な貿易 自由化 が完全 マ ル コ フ均衡と して 達成される こ とが示 されたD
これ古j:自由貿易協

定が ビ ル ディ ン グ ･ ブ ロ ッ ク と して の役割を果た しう る羊とを示 し､ 地域主義と グロ
ー バ

リ ズ ム に つ いて の 新たな視点を提供 して い る と考 えられる｡ また ､ 本研究で は 国内の政治

団体に よ っ て ロ ビ ー 活動が行われ るときに各国政府 の 交渉 に与 える影響に つ い て も分析 し､

ロ ビ ー 活動が貿易自由化 を阻害す る要因になりうる
一 方で ､

ロ ビ ー 活動が あっ た方が か え

っ て 貿易自由化が進む可能性が ある こと を指摘して い るo

第 3 章 ｢ p o l i c y l n t e r a c t l o n o n N o r t h - S o u t h P T A T a r g e t i n g O u t si d e r s
'

E x p o r t a n d

F D I ｣ は ､ 清水大呂氏との 共同論文 をもと に して い る｡ 本研究 で は ､ 先進国と単
一 ある い は

複数 の発展途上国が自由貿易協定を結ぼう と して い る状況 を考え上 そ の 政策的相互作用 に

つ いて 分析 したo こ こで は ､ 域外国に は域内の 途上 国に直接投資を して財を生産 し､ こ の

国を経由 して域内の 先進国に輸出し ようと考えて い る域外 国企業が多数存在 して い る と想

定す る o これらの企業が 実際に直接投資す るか どうか は ､
そ の 投資が 自国か らの 輸出と叫

べ て有利か どうか で決ま る｡ こ の 比 較は域内先進国の 最終財 の輸入 関税率と域内途上国 の

中間財の 輸入 関税率に依存し､ も し先進国が関税率を引き上げるときに は域外国企業の 直

接投資が増加 し ､ 途上国が 関税率 を引き上 げる■ときに は域外国企業の 輸出が増加す る｡ そ

して ､ 域内の 先進国と途上国が こ の ような企業 - の 影響 を考慮に入れたとき ､ 先進国と途

上 国との 間で 関税 の引き下げ競争が生 じ､ 結果的 に先進 国の 関税率が撤廃され る可能性が

ある こ とが示 され る｡ こうした先進 国と途上 国の 相互依存は ､ 先進国と自由貿易協定を結

ん で い る途上国の 数に よ っ て異な っ てく るo も し先進国が複数の途上 国と自由貿易協定 を

締結 して い るときには ､ 途上国同士 に関税 の引き下げ競争が生 じるため ､ 途上国は不利 な

立場 に陥っ て しまうo そ こで本研究 の 後半部 で は ､ 途上 国同士が先進 国との 交渉前にあら



か じめ関税 同盟 の 締結に 関する交渉 を行う状況を動学的な提携ゲ
ー ム と して 定式化する o

その 結果､ す べ ての 途上 国が単
一

の 関税同盟 を結成して ､ 先進国に対す る交渉力を高め よ

うとする こ とが示され るo これ は ラテ ン ･ ア メ リカ にお い てメ ル コ ス ー ル が結成された動

機 の
一

つ を表 して い ると考えられ るo

第 4 章 ｢I n v e s t m e n t i n S e c u r i t y a n d P a r t n e r s hi p B e t w e e n C i t i e s ｣ で は ､ 都市にと っ

て潜在的な脅威と なっ て い る災害やテ ロ などの非常事態に 備 えるため の都市間の 連携と各

都市の 安全対策の 相互作用に つ いて ネッ トワ
ー ク ゲ ー ム を使 っ て 分析 したo それぞれ の都

市は 災害やテ ロ に よ っ て 被害を受ける危険に 晒されて い るが ､
こ う した被害の発生確率を

抑制す るため に ､
事前にさま ざまな安全対策を講 じる こ とが でき る｡ さらに ､ も し災害が

発生 したときの 被害を減少させ るために ､ 被災時の 救援
･ 復 旧活動 の支援に つ い て あらか

じめ他 の都市と パ ∵ トナ
ー

シ ッ プ を結んでおく こ
_
とが で きる o こ の ような状況 の もと で ､

最初に地域全体 の厚生か ら見たとき の効率的
~
なネ ッ トワ ー ク と各都市の投資水準に つ い て

分析 し､ す べ七の都市が パ ー

トナ
ー シ ッ プを結び ､ 各都市が積極的に防災対策に投資す る

こ とが効率的と なる こ とが 示される ｡
一 方､ 各都市が自己 の利益 を追求 し独 立 して 政策を

決定する状況を都市に よるネ ッ トワ
ー

クゲ ー ム を定式化 したとき ､ 各都市の パ ー トナ ー シ

ッ プと安全の た めの 投資が過少 な水準に とどま る こ とが示 され るo これは ､ 本来独立 した

問題で あ っ た各都市の投資決定が ､ 都市間の 連携に よ っ て関連する ようになっ た こ とが原

因と なっ て い るo また ､ 各都市の 救援の ため の費用が 非対称的で あるときに つ い ても考察

し
､ 地理的な近接関係が パ

ー

トナ
ー シ ッ プの 形成に大きな影響 を与えるこ とが示 され る｡

最後 に ､
パ ー トナ

ー

シ ッ プが他 の都市にも波及効果を与える場合に つ いて も分析 して い る o




